
将来負担比率の算定事項の公表に関する法令

平成２０年２月７日

総務省自治財政局地域企業経営企画室



将来負担比率の算定の基礎となる事項の公表について

● 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（抄）

（健全化判断比率の算定の基礎となる書類を備えて置く期間）

第九条 法第三条第六項の規定により地方公共団体（都道府県、市町村及び特別区に限る。次章及び第三章において同じ。）が健全化

判断比率の算定の基礎となる事項を記載した書類をその事務所に備えて置かなければならない期間は、当該健全化判断比率を公表

した日から五年間とする。

（健全化判断比率の公表等）

第三条 地方公共団体の長は、毎年度、前年度の決算の提出を受けた後、速やかに、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費

比率及び将来負担比率(以下「健全化判断比率」という。)並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を監査委員の審査に付し、

その意見を付けて当該健全化判断比率を議会に報告し、かつ、当該健全化判断比率を公表しなければならない。

２～５ （略）

６ 地方公共団体は、健全化判断比率の算定の基礎となる事項を記載した書類をその事務所に備えて置かなければならない。

７ （略）

● 地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令（抄）
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第三セクターに関する地方自治法の規定

関与の類型

（地方自治法） 最低出資割合 損失補償等の状況 関与の方法 関与の対象

監査委員の監査
(199⑦)

１／４ 損失補償・債務保証 監査委員による監査
出納その他の事務の執行のうち当該法人
が受けた財政的援助に係るもの

包括外部監査契約に基づ
く外部監査人の監査　（※

２）

(252の37)

１／４ 損失補償・債務保証 外部監査人による監査 同上

個別外部監査契約に基づ
く外部監査人の監査
(252の42)

１／４ 損失補償・債務保証 外部監査人による監査 同上

予算執行に関する長の調
査権
(221)

１／２
資本金の１／２以上
の損失補償・債務保
証

長による報告の徴取
／実地調査の実施
／報告・調査の結果に基づ
く必要な措置の要求

○報告
　収入及び支出の実績若しくは見込み、
補助・貸付け・委託等の状況
○実地調査
　予算の執行状況、補助・貸付け・委託
等の状況

長の議会に対する毎年度
経営状況の提出義務
(243の3)

１／２
資本金の１／２以上
の損失補償・債務保
証

長が法人の経営状況を説明
する書類を作成し、議会に
提出

経営状況を説明する書類（毎事業年度の
事業の計画及び決算に関する書類）

関与を受ける法人の要件（※１） 関与の方法

※１ 「最低出資割合」又は「損失補償等の状況」のどちらかを満たす場合に適用
※２　次の地方公共団体は包括外部監査契約を締結しなければならない。①都道府県、②政令市及び中核市、③条例により定めた市町村（②を除く）
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参
照
条
文

 
◆

 
監

査
委

員
の

監
査

 

【
地
方
自
治
法
】

 

第
百
九
十
九
条

 

⑦
 
監
査
委
員
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
、
又
は
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
の
要
求
が
あ
る
と
き
は
、
当
該

普
通
地
方
公
共
団
体
が
補
助
金
、
交
付
金
、
負
担
金
、
貸
付
金
、
損
失
補
償
、
利
子
補
給
そ
の
他
の
財
政
的
援

助

を
与

え
て

い
る

も
の

の
出

納
そ

の
他

の
事

務
の

執
行

で
当

該
財

政
的

援
助

に
係

る
も

の
を

監
査

す
る

こ
と

が
で

き
る
。
当
該

普
通
地
方
公
共
団
体
が
出
資
し
て
い
る
も
の
で
政
令
で
定
め
る
も
の
、
当
該
普
通
地
方
公
共
団
体
が

借
入
金
の
元
金
又
は
利
子
の
支
払
を
保
証
し
て
い
る
も
の

、
当
該
普
通
地
方
公
共
団
体
が
受
益
権
を
有
す
る
信
託

で
政

令
で

定
め

る
も

の
の

受
託

者
及

び
当

該
普

通
地

方
公

共
団

体
が

第
二

百
四

十
四

条
の

二
第

三
項

の
規

定
に

基
づ
き
公
の
施
設
の
管
理
を
行
わ
せ
て
い
る

も
の
に
つ
い
て
も
、
ま
た
、
同
様
と
す
る
。

 

 【
地
方
自
治
法
施
行
令
】

 

第
百

四
十

条
の

七
 

地
方

自
治

法
第

百
九

十
九

条
第

七
項

後
段

に
規

定
す

る
当

該
普

通
地

方
公

共
団

体
が

出
資

し

て
い
る
も
の
で
政
令
で
定
め
る
も
の
は
、
当

該
普
通
地
方
公
共
団
体
が
資
本
金
、
基
本
金
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず

る
も
の
の
四
分
の
一
以
上
を
出
資
し
て
い
る
法
人
と
す
る
。

 

②
 

当
該

普
通

地
方

公
共

団
体

及
び

一
又

は
二

以
上

の
第

百
五

十
二

条
第

一
項

第
二

号
に

掲
げ

る
法

人
(同

条
第

二

項
の

規
定

に
よ

り
同

号
に

掲
げ

る
法

人
と

み
な

さ
れ

る
法

人
を

含
む

。
)が

資
本

金
、

基
本

金
そ

の
他

こ
れ

ら
に

準
ず
る
も
の
の
四
分
の
一
以
上
を
出
資
し
て
い
る
法
人
は
、
前
項
に
規
定
す
る
法
人
と
み
な
す
。

 

③
 

地
方

自
治

法
第

百
九

十
九

条
第

七
項

後
段

に
規

定
す

る
当

該
普

通
地

方
公

共
団

体
が

受
益

権
を

有
す

る
信

託

で
政
令
で
定
め
る
も
の
は
、
当
該
普
通
地
方
公
共
団
体
が
受
益
権
を
有
す
る
不
動
産
の
信
託
と
す
る
。

 

 ◆
 
包

括
外

部
監

査
契

約
に

基
づ

く
外

部
監

査
人

の
監

査
 

【
地
方
自
治
法
】

 

 (包
括
外
部
監
査
人
の
監
査

) 

第
二
百
五
十
二
条
の
三
十
七
 
（
略
）
 

４
 
包
括
外
部
監
査
対
象
団
体
は
、
当
該
包
括
外
部
監
査
対
象
団
体
が
第
百
九
十
九
条
第
七
項
に
規
定
す
る
財
政
的

援
助
を
与
え
て
い
る
も
の
の
出
納
そ
の
他
の
事
務
の
執
行
で
当
該
財
政
的
援
助
に
係
る
も
の
、
当
該
包
括
外
部
監

査
対

象
団

体
が

出
資

し
て

い
る

も
の

で
同

項
の

政
令

で
定

め
る

も
の

の
出

納
そ

の
他

の
事

務
の

執
行

で
当

該
出

資
に
係
る
も
の
、
当
該
包
括
外
部
監
査
対
象
団

体
が
借
入
金
の
元
金
若
し
く
は
利
子
の
支
払
を
保
証
し
て
い
る
も

の
の
出
納
そ
の
他
の
事
務
の
執
行
で
当
該
保
証
に
係
る
も
の
、
当
該
包
括
外
部
監
査
対
象
団
体
が
受
益
権
を
有
す

る
信

託
で

同
項

の
政

令
で

定
め

る
も

の
の

受
託

者
の

出
納

そ
の

他
の

事
務

の
執

行
で

当
該

信
託

に
係

る
も

の
又

は
当

該
包

括
外

部
監

査
対

象
団

体
が

第
二

百
四

十
四

条
の

二
第

三
項

の
規

定
に

基
づ

き
公

の
施

設
の

管
理

を
行
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わ
せ
て
い
る
も
の
の
出
納
そ
の
他
の
事
務
の
執
行
で
当
該
管
理
の
業
務
に
係
る
も
の
に
つ
い
て
、
包
括
外
部
監
査

人
が
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
監
査
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
を
条
例
に
よ
り
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

５
 
（
略
）

 

 ◆
 
個

別
外

部
監

査
契

約
に

基
づ

く
外

部
監

査
人

の
監

査
 

【
地
方
自
治
法
】

 

 (第
百
九
十
九
条
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
監
査

の
特
例

) 

第
二

百
五

十
二

条
の

四
十

二
 

普
通

地
方

公
共

団
体

が
第

百
九

十
九

条
第

七
項

に
規

定
す

る
財

政
的

援
助

を
与

え

て
い
る
も
の
の
出
納
そ
の
他
の
事
務
の
執
行
で
当
該
財
政
的
援
助
に
係
る
も
の
、
普
通
地
方
公
共
団
体
が
出
資
し

て
い
る
も
の
で
同
項
の
政
令
で
定
め
る
も
の
の
出
納
そ
の
他
の
事
務
の
執
行
で
当
該
出
資
に
係
る
も
の
、
普
通

地

方
公

共
団

体
が

借
入

金
の

元
金

若
し

く
は

利
子

の
支

払
を

保
証

し
て

い
る

も
の

の
出

納
そ

の
他

の
事

務
の

執
行

で
当
該
保
証
に
係
る
も
の
、
普
通
地
方
公
共
団
体
が
受
益
権
を
有
す
る
信
託
で
同
項
の
政
令
で
定
め
る
も
の
の
受

託
者

の
出

納
そ

の
他

の
事

務
の

執
行

で
当

該
信

託
に

係
る

も
の

又
は

普
通

地
方

公
共

団
体

が
第

二
百

四
十

四
条

の
二

第
三

項
の

規
定

に
基

づ
き

公
の

施
設

の
管

理
を

行
わ

せ
て

い
る

も
の

の
出

納
そ

の
他

の
事

務
の

執
行

で
当

該
管
理
の
業
務
に
係
る
も
の
に
つ
い
て
の
第
百
九
十
九
条
第
七
項
の
要
求
に
係
る
監
査
に
つ
い
て
、
監
査
委
員
の

監
査

に
代

え
て

契
約

に
基

づ
く

監
査

に
よ

る
こ

と
が

で
き

る
こ

と
を

条
例

に
よ

り
定

め
る

普
通

地
方

公
共

団
体

の
長

は
、

同
項

の
要
求

を
す

る
場
合

に
お

い
て
、

特
に

必
要
が

あ
る

と
認
め

る
と

き
は
、

そ
の

理
由
を

付
し

て
、

併
せ

て
監

査
委

員
の

監
査

に
代

え
て

個
別

外
部

監
査

契
約

に
基

づ
く

監
査

に
よ

る
こ

と
を

求
め

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

２
～
６
 
（
略
）

 

 ◆
 
予

算
執

行
に

関
す

る
長

の
調

査
権

 

【
地
方
自
治
法
】

 

 (予
算
の
執
行
に
関
す
る
長
の
調
査
権
等

) 

第
二
百
二
十
一
条
 
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長

は
、
予
算
の
執
行
の
適
正
を
期
す
る
た
め
、
委
員
会
若
し
く
は
委
員

又
は
こ
れ
ら
の
管
理
に
属
す
る
機
関
で
権
限

を
有
す
る
も
の
に
対
し
て
、
収
入
及
び
支
出
の
実
績
若
し
く
は
見
込

み
に
つ
い
て
報
告
を
徴
し
、
予
算
の
執
行
状
況
を
実
地
に
つ
い
て
調
査
し
、
又
は
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な

措
置
を
講
ず
べ
き
こ
と
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

２
 
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
は
、
予
算
の
執
行
の
適
正
を
期
す
る
た
め
、
工
事
の
請
負
契
約
者
、
物
品
の
納
入
者
、

補
助

金
、

交
付

金
、

貸
付

金
等

の
交

付
若

し
く

は
貸

付
け

を
受

け
た

者
(補

助
金

、
交

付
金

、
貸

付
金

等
の

終
局

の
受

領
者

を
含

む
。

)又
は

調
査

、
試

験
、

研
究

等
の

委
託

を
受

け
た

者
に

対
し

て
、

そ
の

状
況

を
調

査
し

、
又

は
報
告
を
徴
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

３
 
前
二
項
の
規
定
は
、
普
通
地
方
公
共
団
体

が
出
資
し
て
い
る
法
人
で
政
令
で
定
め
る
も
の
、
普
通
地
方
公
共
団

体
が
借
入
金
の
元
金
若
し
く
は
利
子
の
支
払
を
保
証
し
、
又
は
損
失
補
償
を
行
う
等
そ
の
者
の
た
め
に
債
務
を
負
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担
し

て
い

る
法

人
で

政
令

で
定

め
る

も
の

及
び

普
通

地
方

公
共

団
体

が
受

益
権

を
有

す
る

信
託

で
政

令
で

定
め

る
も
の
の
受
託
者
に
こ
れ
を
準
用
す
る
。

 

 【
地
方
自
治
法
施
行
令
】

 

(普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
の
調
査
等
の
対
象
と
な
る
法
人
等
の
範
囲

) 

第
百

五
十

二
条

 
地

方
自

治
法

第
二

百
二

十
一

条
第

三
項

に
規

定
す

る
普

通
地

方
公

共
団

体
が

出
資

し
て

い
る

法

人
で
政
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
法
人
と
す
る
。

 

一
 
当
該
普
通
地
方
公
共
団
体
が
設
立
し
た

地
方
住
宅
供
給
公
社
、
地
方
道
路
公
社
、
土
地
開
発
公
社
及
び
地
方

独
立
行
政
法
人

 

二
 
当
該
普
通
地
方
公
共
団
体
が
資
本
金
、
基
本
金
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
の
二
分
の
一
以
上
を
出
資
し

て
い
る
民
法
第
三
十
四
条
の
法
人
及
び
株
式
会
社

 

２
 

当
該

普
通

地
方

公
共

団
体

及
び

一
又

は
二

以
上

の
前

項
第

二
号

に
掲

げ
る

法
人

(こ
の

項
の

規
定

に
よ

り
同

号

に
掲

げ
る

法
人

と
み

な
さ

れ
る

法
人

を
含

む
。

)が
資

本
金

、
基

本
金

そ
の

他
こ

れ
ら

に
準

ず
る

も
の

の
二

分
の

一
以
上
を
出
資
し
て
い
る
民
法
第
三
十
四
条
の
法
人
及
び
株
式
会
社
は
、
同
号
に
掲
げ
る
法
人
と
み
な
す
。

 

３
 

地
方

自
治

法
第

二
百

二
十

一
条

第
三

項
に

規
定

す
る

普
通

地
方

公
共

団
体

が
そ

の
者

の
た

め
に

債
務

を
負

担

し
て
い
る
法
人
で
政
令
で
定
め
る
も
の
は
、
当
該
普
通
地
方
公
共
団
体
が
そ
の
者
の
た
め
に
そ
の
資
本
金
、
基
本

金
そ

の
他

こ
れ

ら
に

準
ず

る
も

の
の

二
分

の
一

に
相

当
す

る
額

以
上

の
額

の
債

務
を

負
担

し
て

い
る

民
法

第
三

十
四
条
の
法
人
及
び
株
式
会
社
と
す
る
。

 

４
 

地
方

自
治

法
第

二
百

二
十

一
条

第
三

項
に

規
定

す
る

普
通

地
方

公
共

団
体

が
受

益
権

を
有

す
る

信
託

で
政

令

で
定
め
る
も
の
は
、
当
該
普
通
地
方
公
共
団
体
が
受
益
権
を
有
す
る
不
動
産
の
信
託
と
す
る
。

 

 ◆
 
長

の
議

会
に

対
す

る
毎

年
度

経
営

状
況

の
提

出
義

務
 

【
地
方
自
治
法
】

 

 (財
政
状
況
の
公
表
等

) 

第
二
百
四
十
三
条
の
三
 
（
略
）

 

２
 
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
は
、
第
二
百
二
十
一
条
第
三
項
の
法
人
に
つ
い
て
、
毎
事
業
年
度
、
政
令
で
定
め
る

そ
の
経
営
状
況
を
説
明
す
る
書
類
を
作
成
し
、
こ
れ
を
次
の
議
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

３
 
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
は
、
第
二
百
二

十
一
条
第
三
項
の
信
託
に
つ
い
て
、
信
託
契
約
に
定
め
る
計
算
期
ご

と
に
、
当
該

信
託
に
係
る
事
務
の
処
理
状
況
を
説
明
す
る
政
令
で
定
め
る
書
類
を
作
成
し
、
こ
れ
を
次
の
議
会
に

提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 【
地
方
自
治
法
施
行
令
】

 

 (法
人
の
経
営
状
況
等
を
説
明
す
る
書
類

) 

第
百

七
十

三
条

 
地

方
自

治
法

第
二

百
四

十
三

条
の

三
第

二
項

に
規

定
す

る
政

令
で

定
め

る
そ

の
経

営
状

況
を

説
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明
す
る
書
類
は
、
当
該
法
人
の
毎
事
業
年
度
の
事
業
の
計
画
及
び
決
算
に
関
す
る
書
類
と
す
る
。

 

２
 
地
方
自
治
法
第
二
百
四
十
三
条
の
三
第
三
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
書
類
は
、
信
託
契
約
で
定
め
る
計
算

期
ご
と
の
事
業
の
計
画
及
び
実
績
に
関
す
る
書
類
と
す
る
。

 

6



情報収集可能な範囲と情報公開条例の対象

計算書類

計算書類

任意の情報提供

※収集した情報につい
て地方公共団体は「非
公開約束条項」により
非公開とすることも可
能。

収集の要件

経済取引上の外形的基準

収集の対象
収集の要件

（公開の有無）
収集の対象

請求理由不要

（請求に対する拒否権なし）

社員・評議員
に公開

貸借対照表

損益計算書
一般社団法人

一般財団法人

誰でも制約なく閲覧可能公開

貸借対照表

損益計算書
公益社団法人

公益財団法人民
法
法
人

※

請求理由不要

（請求に対する拒否権なし）
株主に公開計算書類

誰でも制約なく閲覧可能公開貸借対照表

中小企業

請求理由不要

（請求に対する拒否権なし）
株主に公開計算書類

経済取引上の外形的基準

例）借入金の条件緩和、銀
行取引実績

誰でも制約なく閲覧可能公開
貸借対照表

損益計算書
大会社

会
社
法
法
人

財務指標上の評価基準

［情報公開法］ （行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号））
第五条 行政機関の長は、開示請求があったときは、開示請求に係る行政文書に次の各号に掲げる情報(以下「不開示情報」という。)のいずれかが記録されている場合を除き、

開示請求者に対し、当該行政文書を開示しなければならない。

一 （略）
二 法人その他の団体(国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。以下「法人等」という。)に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する

情報であって、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報を除く。

イ 公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの
ロ 行政機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供されたものであって、法人等又は個人における通例として公にしないこととされているものその他の当該
条件を付することが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認められるもの いわゆる「非公開約束条項」

三～六 （後略）

※ 民法法人は「一般社団法人・一般財団法人」又は「公益社団法人・公益財団法人」に移行予定 （移行のための関係法令が平成２０年中に施行）。
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個人情報保護法制について（概要）

＜図の出典：内閣府HP＞

基本法制・・・個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）

地方公共団体の具体的な役割 （第１１条）

○ 地方公共団体が保有する個人情報の適正な取扱いの確保のための必要

な措置

・ 苦情の処理のあっせん （第１３条）

・ 区域内の事業者等への支援（事業者からの相談への対応等）（第１２条）

個別条例・・・個人情報の保護に関する条例を各地方公共団体で制定

・ 平成19年4月1日現在、すべての都道府県・市区町村において個人情報の

保護に関する条例を制定済み。

・ 条例の規定内容については国の個人情報保護法制も踏まえて見直すよう、

総務省から要請。 （国の行政機関については、個人情報の保有、利用及

び提供の制限等を規定。）

・ 自己情報の開示・訂正の請求に関する規定について、９５％以上の地方公

共団体において整備されている。

・ その地方公共団体の区域の特性に応じて、個人情報の適正な取扱いを確

保するために必要な施策を策定し実施する責務を有する。 （第５条）
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